
1 指定管理者制度の導入経緯
指定管理者制度とは、地方自治法第244条の2

第3項に基づき、公の施設の管理・運営を、地方

公共団体が議会の議決を経て指定する「指定管理

者」に包括的に委任する制度であり、それまで地

方公共団体やその出資法人等に限って委託できる

（管理委託制度）とされてきたが、平成15年の地方自

治法改正に伴い、広く民間事業者等を含め、施設

の管理運営主体となることが可能となった。

指定管理者制度は、契約内容に沿った業務履行

を求める業務委託とは異なり、指定管理者に施設

の管理権限を与え、使用許可権限の付与や利用料

金制の採用など、指定管理者による裁量を広く認

めている。

港区では、民間事業者等が持つノウハウや専門

性などを公の施設に活用することで、多様化する

区民ニーズへの柔軟かつ迅速な対応や、効率的で

効果的な区民サービスの提供を目的として、平成

18年4月から指定管理者制度を導入しており、令

和6年4月1日時点で218施設において指定管理

者による管理運営を行っている。

2 指定管理者制度の導
入効果
指定管理者制度の導入効果

については、行政改革の趣旨

に合致する制度として、行政

組織の効率化やそれに伴う経

費削減にフォーカスされやす

いが、港区においては、区民

サービスの向上の効果を重視

し、制度の導入を進めてきた。

制度の導入効果について

は、令和3年度に施設所管部

門や指定管理者等に対するヒ

アリングを実施しており、開

館日や開館時間の拡大のみな

らず、民間事業者等のノウハ

ウやアイデアを活用した事業
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表1 各制度の比較

種別 施設数
基盤施設（公園、公営住宅、駐車場・駐輪場 等） 127
産業振興施設（産業情報提供施設） 1
社会福祉施設（高齢者施設、障害者施設、保育園 等） 58
文教施設（図書館、博物館、公民館 等） 21
レクリエーション・スポーツ施設（体育館、武道場、競技場、宿泊休養施設 等） 11

表2 指定管理者制度導入施設の分類
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・指定管理者のノウハウ（講師の人脈、企画内容等）を活か

した事業の充実

・高齢者施設や障害者施設等での専門性を有した職員を配

置しての継続的なサービスの提供

・指定管理者が有する施設分野に捉われない他分野の知見

や他自治体での優良事例の活用

・コロナ禍を契機としたオンライン講座の実施といった社

会状況に応じたサービスの迅速な提供

・地域活動団体、学校、企業等と連携した事業の充実

・施設の維持管理における業務の効率化及び迅速な修繕対

応

表3 指定管理者制度の導入効果

の充実、専門性を有した職員を配置しての継続的

なサービスの提供、社会状況に応じたサービスの

迅速な提供といった効果を確認している。

3 指定管理者制度の運用における課題
指定管理者制度の具体的運用については、各自

治体に委ねられており、自治体は各々で改善を繰

り返しながら、その運用方法を確立してきた。

港区においても、指定管理者制度が全国的に定

着し、各施設で2回、3回と公募選考が行われて

きた中で、労働環境モニタリング
1
や区独自の最

低賃金水準額の設定
2
といった指定管理者職員の

労働環境確保策を始め、制度運用についても数度

にわたり見直しを行っている。

一方で、指定管理者の公募選考や施設運営を通

じては、現行事業者のみの応募が多いことや区職

員のマネジメント強化に関する課題について、議

会での指定管理者の指定にかかる議案審議におい

て提起されるなど、区として制度運用の改善に引

き続き取り組んでいく必要があった。

4 指定管理者制度の運用改善
令和3年度、区は、指定管理者制度の運用につ

いて、指定管理者、一般社団法人指定管理者協会、

事業者の公募参加を支援するコンサルタント会

社、他自治体、区の施設所管部門に対してヒアリ

ングを実施し、導入による効果
3
や課題について

整理、検証した。

ヒアリングでは、「指定管理者制度が多くの自

治体で定着した現状では、多くの企業が応募する

状況ではない」、「公募選考における競争性に配慮

しつつ、安定的に住民にサービスを提供するため

の運用が第一である」といった意見があるなど、

事業者は自治体ごとの運用状況を注視し、事業者

が自治体を吟味して応募を検討していること、ま

た、事業者の参入や創意工夫を引き出し、安定的

にサービスを提供するための仕組みに課題がある

ことなどが分かった。

指定管理者制度の効果を最大限に発揮し、質の

高いサービスを安定的に提供するためには、現在、

施設の管理運営を担っている指定管理者を始めと

した事業者が、区をパートナーとして位置づけ、

両者のコミュニケーションを通じて、民間事業者

が有する能力や創意工夫を引き出しながら数多く

の事業提案につなげていく必要がある。そのため

には、他自治体の制度運用状況を注視するととも

に、施設の管理運営を包括的に委ねるという指定

管理者制度の趣旨に立ち返り、区と指定管理者の

関係を業務委託のように「発注者」と「受注者」

として捉え、区が一方的に業務内容を提示し、指

1 区が委託した社会保険労務士が、指定管理者の就業規則や
賃金台帳等の書類の確認、ヒアリングを通じて、施設の管理
運営に従事する職員の労働環境が適切に確保されているか確
認し、必要に応じて指導、助言をしている。平成25年度から
開始し、指定期間の2年目に実施している。

2 平成28年度から、施設に従事する職員の人件費について、
近傍の求人賃金等を参考に区独自の最低賃金水準額を設定し、
指定管理者に遵守を求めている。最低賃金水準額は毎年度見
直している。 3 導入の効果については項番2を参照
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•
•

定管理者を指導・助言するのではなく、指定管理

者を共通の目標の達成を目指す「パートナー」と

して捉え、連携・協働しながら、サービスの質の

向上と安定的な提供に取り組むことが重要であっ

た。

これらを踏まえ、令和3年度に大きく制度運用

を見直しており、以下で主だったものを紹介する。

1） 管理運営実績の評価の点数化

区では、前年度の施設の管理運営実績を踏まえ、

指定管理施設検証シートを施設ごとに毎年度作成

し、施設の管理運営状況を評価して公表していた。

しかし、当該シートは、規定された項目（サービス

提供の状況、施設・設備の維持管理、施設の安全管理、

防災・危機管理対応等）ごとに区と指定管理者の双方

が評価コメントを付す形式であり、区が求める業

務水準や、指定管理者の工夫、達成状況が分かり

にくい状況であった。

そこで、区と指定管理者が、施設の目標、課題

の共有を深め、運営実績の透明化を図るため、管

理運営実績の評価項目を見直すとともに、各項目

を点数化して評価することとした。これにより、

取組みの推進が必要な項目や両者の評価が異なる

項目を明らかにして両者の意見交換を促すととも

に、この評価を通じて、区は施設の管理運営状況

をより的確に把握し、施設設置責任者として事業

者と連携協力し、更なるサービス向上につなげる

こととした。評価に際しては、各項目の取組状況

をさらに細分化した確認項目を別途定めた評価基

準シートを用意し、各確認項目を○×で判断する

ことで区と指定管理者の双方が客観的に評価でき

るようにしている。

2） 評価制度と連動した選考手法の導入

利用料金制を採用している施設においては、指

定管理者が努力して利用者が増えれば、指定管理

者が収納する利用料金も増えることからインセン

ティブとして寄与しやすいが、利用料金制を採用

していない施設では、指定管理者の努力によって

利用者数が増加しても、指定管理料は当初額のま

まで指定管理者の収益には何の影響もないことか

ら、区民サービス向上への動機づけが十分ではな

い状況であった。

そこで、現在の指定管理者のモチベーションを

向上させ、サービスの質の向上につなげるよう、

前述の41）による評価結果を次期公募選考にお

ける現在の指定管理者の審査合計点へ反映させる

仕組みを、令和7年度以降に公募選考を開始する

施設から導入することとした。

3） 高齢者施設の指定期間の長期化

区においては、適切な競争によるサービスの質

の向上を図るため、標準的な指定期間を5年、特

図1 新たな評価制度のイメージ
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定の利用者に比較的長い期間、継続的なサービス

提供が必要な障害者施設や保育園については10年

としており、高齢者施設（特別養護老人ホーム等）の

指定期間は、現在5年としている。

しかし、高齢者施設についても、複雑化した施

設を取り巻く課題に対応し、利用者と指定管理者

が長期的な信頼関係を構築して、より利用者等に

寄り添った質の高いサービスを安定的に提供する

必要があることから、今後、指定期間を10年とす

ることとした。

4） 公募時期の前倒し

指定管理者の公募時期は、全国的に4月から6

月に集中することから、本来参入意欲がある事業

者であっても余力がないために、現在管理運営し

ている施設以外の他施設の公募に応募しない場合

がある。また、事業者によっては、公募要項の公

表前に応募の是非を検討している場合もある。

そこで、全国的に公募が集中する時期での書類

作成を避け、事業者の提案書作成に十分な時間を

設けることで、より多くの事業者の参入と質の高

い事業提案を促すため、スケジュールを見直して、

公募開始時期をこれまでの4月から前年度の2月

に前倒し、応募期間も1ヵ月半程度から3ヵ月程

度とした。

また、民間の入札情報サービスを活用して、公

募予定施設について公募要項公表前に先行して周

知するとともに、現在の指定管理者以外の事業者

においても施設の運営状況を把握できるよう、事

前説明会で提供する情報を庁内で統一化し、公表

する情報の充実を図ることとした。

5） 事業者が公募に参加しやすい環境整備

前述のとおり指定管理者制度の具体的運用は、

自治体によって異なる。指定管理者は、港区以外

の自治体の指定管理も担っている場合もあり、港

区独自の運用への理解が十分ではなかった。

そこで、制度所管部門、施設所管部門、指定管

理者の三者が、区の指定管理者制度の運用の共通

理解を図るため、制度所管部門がこれまで開催し

てきた担当者説明会に指定管理者の担当者も対象

とすることとした。

5 区民サービスの更なる向上に向けて
区は、企業等の民間の持つ知見、発想力、ネッ

トワーク等を区との連携によって質の高い区民サ

ービスにつなげるべく取り組んでいる。例えば、

区と包括連携協定を結ぶサントリーホールディン

グス㈱とは、ジャパンラグビーリーグワンに所属

する東京サントリーサンゴリアスによるラグビー

体験教室をスポーツ施設の指定管理者と連携して

実施するなど、連携意欲のある企業等と指定管理

者とのマッチングを進めることで、双方の強みを

活かした魅力ある取組みの創出が可能となる。

指定管理者制度の効果を最大限に引き出すた

め、引き続き制度運用の改善に取り組んでいくこ

とはもちろんであるが、区がハブとなって、指定

管理者も含めた多様な民間の力と連携・協働して

いくことで、区民サービスの更なる向上につなげ

ていきたい。

写真1 企業と指定管理者の連携（プロスポーツチーム
によるラグビー体験教室）
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